
令和７年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 第一

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。 ○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。 ○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。 ○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

　■業務チェックシートへの入力方法■

○入力する箇所は「青色」の網掛けのあるセルとなります。
 下記の各設問について、該当するものに○,△,×のいずれかを選択してください（プルダウン方式）。
※　該当するものに○,△,×を選択した際の、判断に至った現状と、今後の方向性について「現状と今後の方向性」について記載。

センター指標 現状と今後の方向性

市の事業実施方針の必須項目と選択した重点推進項目について、
「目標」及び「具体的な取り組み」を計画している。

市からの指摘がある場合は反映し、地域包括支援センター運営協議
会で承認を受けている。

市の支援・指導の内容により、センターの業務改善を図っている。

定期的な連絡会等に毎回出席している。

統計データや市の事業の利用数等の情報提供を必要時は求めてい
る。
左記にある情報は３つ以上提供を受けている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。 ○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ○

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。

○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。 ○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。
○

災害時の支援台帳を整備し、年度末に更新し職員間で共有してい
る。

マニュアルは、受託法人と共通のものを使用している。

センターの管理者が責任者となっている。

当センターでチラシを作成し、相談時や介護予防普及啓発活動時等
に配布している。また、民生委員やネットワーク参加事業所にも配布
した。

一人はセンターに残るようにしているが、やむを得ず留守にするとき
には転送電話で対応している。

必要な外部研修（リモートを含む）はすべての職員に対して実施して
いる。

担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取り組みにおける重
点項目を設定している。

社会福祉士２名・保健師３名・主任介護支援専門員２名を配置してい
る。

職員一人ひとりが公益的機関としての認識を持ち、公正・中立性に
留意している。

受託法人の個人情報保護に関する責任者に報告することになってお
り、各職員へ周知している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ
ているか。

○

(3)　利用者満足の向上
17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ

いて記録しているか。 ○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。
○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。
○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。 ○

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。 ○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務

終結条件を市と共有している。

市から提示された報告書を使用しており共有できている。

月ごとや１年間の相談件数を市に報告している。

センター単独では解決できないケースに関しては市の支援を要請し
ており、状況に応じて市からの支援もある。

重層的な課題を持つ世帯への相談対応を行っており、必要時には関
係部署と連携・協働している。

相談内容を記録し相談件数を把握できている。

持ち出し・開示は管理簿へ記載し、出し入れの確認を職員間で行っ
ている。退社時には個人情報に関しての書類等は、すべて鍵のある
キャビネット・机に保管している。

対応マニュアルは、受託法人と共通のものを使用し、苦情対応責任
者を配置しており、対応策については記録している。

介護サービスに関する相談について、市に対して報告や協議を行っ
ている。

相談者のプライバシーが確保される面談室の用意ができており、個
人情報の取り扱いは統一されている。

構成員・連絡先等に関する情報はリストで管理されている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町
村から共有されているか。 ○

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。 ○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。 ○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。 ○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。 ○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。

○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

○

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。 ○

市主催のコア会議等にて、対応策を検討している。

市の消費者センターに相談し連携を取った。

定期的に消費者センターから提供される情報を居宅介護支援事業
所や協力機関等にチラシを作成し、配布している。

担当圏域のデータは把握している。

ケアマネ連絡会（研修）開催計画に落とし込んでおり、年度初めには
居宅介護支援事業所に通知している。

介護サービス事業所・薬局・行政・見守り協力機関等との意見交換
の場を設けている。

必要に応じて個別地域ケア会議やケース会議を開催している。

規則の提示があり、市と共有している。

市の高齢者虐待防止マニュアルが作成されており、対応の流れにつ
いて共有している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。 ○

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。 ○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。

○

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

○

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

○

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。 ○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。 ○

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。 ○

個別ケースの課題分析等を積み重ねることによって地域課題に関し
ても検討している。

地域づくり・資源開発の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア
会議を開催している。

高齢者団体に自立支援の考え方を推進する普及啓発活動を行った
り、しまトレ継続支援を行っている。また、居場所開催を地域に促進し
ている。

毎月の相談内容を整理・分類し、経年的に相談件数を把握してい
る。

センター職員に対しては事業計画作成時に共有しており、民協やケ
アカフェでも周知を行っている。

必要に応じて個別事例について検討している。

多職種と連携した個別事例の検討を行い、対応策を講じている。

市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方針に基づ
き、センターが主催する地域ケア会議で対応している。

ホワイトボードを写真に撮ってもらったり、書面にて参加者間で共有
している。

地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等をモニ
タリングしている。

市に報告書を提出している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。 ×

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援
46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、

市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。 ○

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。 ○

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。 ○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。

○

52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。
○

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相
談を行っているか。 ○

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加した。

必要時には、在宅医療・介護連携推進窓口に相談している。

小学校区別に協議をしている。

市から示された基本方針は、センター職員及び委託先の居宅介護支
援事業所に周知されている。

介護保険サービスからの卒業を意識し、地域のインフォーマルな
サービスや住民の助け合いをケアプランに位置付けている。

介護保険サービスから卒業し、地域活動等に繋げ、わたしのプランを
活用した。

台帳への記録及び進行管理を行っている。

島田市立総合医療センター・地域包括支援センター・介護支援専門
員連絡会での事例検討会に参加した。

提言までには至っていない。



令和7年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 第二

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。 ○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。 ○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。 ○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

　■業務チェックシートへの入力方法■

○入力する箇所は「青色」の網掛けのあるセルとなります。
 下記の各設問について、該当するものに○,△,×のいずれかを選択してください（プルダウン方式）。
※　該当するものに○,△,×を選択した際の、判断に至った現状と、今後の方向性について「現状と今後の方向性」について記載。

センター指標 現状と今後の方向性

市が定める運営推進の内容に沿って、年度当初に事業計画を策定
している。

市と協議し、指摘を受けた際には修正をしている。

指摘があれば改善するように努めている。

職種を考慮し出席をしている。

必要時情報提供を受けている。
65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、介護予
防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査等の住民対象ア
ンケート結果、要支援・要介護認定者数やサービス利用状況等の介
護保険に係る情報、民生委員や地域サロン運営者などの地域の関
係団体情報、社会資源に関する情報、その他ニーズ把握にとって必
要な情報を受けている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。 ○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ○

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。
○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。 ○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。
○

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ
ているか。 ○

(3)　利用者満足の向上

年３回、災害時支援者台帳の見直しと協議を行い、災害時は対象者
の安否を確認し市へ報告している。

受託法人が作成したものに沿って整備している。

管理者が責任者を兼ねている。

持ち出し管理者名簿を作成し、記載と確認を行っている。

包括案内チラシを作製しており、相談時や普及啓発活動時に配布し
周知している。

来所や電話で相談対応ができるようにしている。不在時や夜間は電
話を転送し２４時間体制をとっている。

県、市、受託法人が主催する研修に参加している。

地域の課題を把握しセンターの事業計画に盛り込んでいる。

３職種、配置することができている。

公正・中立性に留意している。

個人情報保護のための対応を周知している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ
いて記録しているか。 ○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。
○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。
○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。 ○

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。 ○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務
26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町

村から共有されているか。 ○

市と相談事例を共有し共通の終結条件を定めている。

活動報告において分類方法を共有している。

活動報告において毎月報告している。また、年間報告もしている。

包括内で対応できない事例は市に相談し支援を受けている。

介護、子育て、障がい等を持つ世帯への支援を行っている。

市より示されており、該当しそうなケースは相談している。

相談票を作成し取りまとめている。

受託法人が作成したものに沿って整備し記録している。

毎月、活動報告等で報告し必要時に相談している。

必要時は庁舎内の会議室等を借り、プライバシーが確保されるよう
に努めている。

関係機関のリストおよび地域資源のリストを管理している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。 ○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。 ○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。 ○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。

○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。

○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

○

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。 ○

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。 ○

研修やコア会議等に参加し対応策を検討している。

生活安心課の市民相談室をはじめとした各関係機関と情報共有し対
応方法の相談を行っている。

連絡会や定例会で情報提供をし共有している。

把握し書面にて管理をしている。

年度初めに年間計画を作成し研修会を実施している。

定期的に連絡会を開催している。毎月開催している多職種地域連携
会議については多機関に参加を促している。

講話の際に市の方針である自助・互助・共助についてや介護予防等
の話をしている。

困難事例に対して必要時に個別ケア会議を開催している。

市よりマニュアルが示されており書面にて整備している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。 ○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。

△

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

○

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

○

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。 ○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。 ○

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。 ○

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。 ○

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

個別ケア会議から積み重なった課題ではないが、地域住民から上
がった声を元に地域ケア会議を開催している。

地域づくり目的とした地域ケア会議を開催している。

必要と判断すれば提言している。

活動報告において分類を把握している。

年度初めに周知をしている。

困難事例等の個別事例を検討する地域ケア会議を開催している。

多職種と連携し個別事例の対応をしている。

地域ケア会議開催時に個人情報の取り扱い、守秘義務遵守につい
て説明をし同意書に署名をいただいている。

会議録を作成している。会議の最後に役割等を共有している。

個別事例の参加者に対してモニタリングを実施し記録を残している。

地域ケア会議開催後、報告書を作成し提出している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、
市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。 ○

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。 ×

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。 ○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。

○

52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。 ○

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相
談を行っているか。 ○

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

多職種地域連携会議を開催し支援等について話し合いをしている。

必要時相談している。

適宜、連絡を取り協議をしている。

定期的に市から示される基本方針が示された場合は、センター職員
及び委託先の居宅介護支援事業所に周知している。

しまトレや居場所、家族等の社会資源を位置づけている。

対象者が不在。介護保険、事業対象に当てはまらない方に対し、口
頭で地域の活動などの推進はしている。

台帳を作成し管理している。

多職種地域連携会議内で日常で心配になるケースの支援方法につ
いて話し合っている。



令和7年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 六合

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。 ○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。 ○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。 ○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

　■業務チェックシートへの入力方法■

○入力する箇所は「青色」の網掛けのあるセルとなります。
 下記の各設問について、該当するものに○,△,×のいずれかを選択してください（プルダウン方式）。
※　該当するものに○,△,×を選択した際の、判断に至った現状と、今後の方向性について「現状と今後の方向性」について記載。

センター指標 現状と今後の方向性

令和7年度事業実施計画を策定している。

事業計画作成後、包括ケア推進課に提出し指摘された項目は市の
指摘を反映している。

業務改善を図っている。

代表者会議、各職種連絡会に出席してる。

毎月行政センターから人口統計（65歳以上の高齢者人口、高齢のみ
の世帯）、地域の関係団体情報の提供を受けている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。 ○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ○

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。
○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。 ○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。
○

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ
ているか。 ○

(3)　利用者満足の向上

災害時支援者台帳を作成し、職員間で協議を行っている。

個人情報の取扱いマニュアルを整備している。

管理者が兼務して配置している。

個人情報持ち出しの際は管理簿への記載、確認を行っている。

包括のパンフレットを作成し、講話やふれいあい等で周知活動を行っ
ている。

留守にならないよう事務所に職員を配置、その他、不在時には転送
の携帯電話で対応している。

外部の研修に参加している。

総合相談から内容を整理し、重点項目を設定している。

3職種を配置している。

公正・中立性に留意し、業務にあたっている。

職員がマニュアルに目を通しており、マニュアルがいつでも閲覧でき
る状況になっている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ
いて記録しているか。 ○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。
○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。
○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。 ○

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。 ○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務
26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町

村から共有されているか。 ○

包括全体研修で市と共有している。

分類方法を市と共有している。

毎月相談件数を報告している。

必要に応じて事例を市へ報告、支援を要請し市からの支援を受けて
いる。

複合的な課題を持つ世帯への相談は関係する課などへ情報共有し
協力を得て対応している。また、ケースに応じて多機関協働事業と連
携し、重層的支援体制整備事業会議に参加している。

共有されている。

支援経過、相談記録を介護情報システムに記録している。

苦情受付責任者・担当者を明記している。

代表者会議等を通じて報告をしている。

公民館内の別室を借りて相談に対応している。

六合住宅明細図を活用。またパソコン上でもリスト化し管理を行って
いる。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。 ○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。 ○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。 ○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。

○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。

○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

○

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。 ○

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。 ○

コア会議で検討している。

消費相談窓口、警察等と連携して対応している。

民生委員児童委員協議会やふれあい等で消費者被害に関する情報
を提供し注意喚起を行っている。

担当圏域内の事業所について把握している。

担当圏域内の主任ケアマネと年度末に次年度の年度計画を策定し
ケアマネ連絡会で圏域内のケアマネへ計画を説明している。

ケアマネ連絡会やケース会議の開催時に意見交換を行い、情報共
有を図っている。

ふれあいや講話時に介護予防啓発を実施している。

ケアマネ向けの研修を６月に災害対策、7月に民生委員との連携、８
月にペットの飼い方と災害時の対応についての勉強会を実施。３月
に６包括全体で実施予定。

島田市の虐待対応マニュアルに基づき対応し、市との共有はできて
いる。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。 ○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。

△

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

○

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

○

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。 ○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。 ○

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。 ○

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。 ×

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

個別ケースの課題について精査しているが、地域課題に発展する内
容ではない。

岸町地区の認知症カフェを新規立ち上げの為のケア会議を2回開催
した。

市の提言までには至っていない。

介護情報システムに記録し、整理分類が出来ている。

会議開催時に会議参加者には目的を説明しているが、地域の関係
機関に対しては行っていない。

個別ケア会議を１回実施して検討している。

課題を明確化し、多職種が協働して問題解決に向け取り組んでお
り、進捗状況を共有している。

個人情報マニュアルに沿って会議前に誓約書の記入を行う。

議事録を作成し、参加者間で共有している。

ＣＭや事業所を通し本人の経過や担当者会議を開催している。

報告書に記載している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、
市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。 ○

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。 ×

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。 ○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。

○

52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。 ○

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相
談を行っているか。 ○

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

医療関係者との多職種合同による研修会に7月に参加した。

在宅医療・介護連携推進事業に相談を行い、連携した。

各地区の生活支援につなぐ会に出席し協議をしている。

担当圏域内及びケアプラン委託先事業所、センター職員には連絡会
や適時、周知を図っている。

しまトレやふれあい活動　応援隊等の地域資源をケアプランに記載し
ている。

対象者不在の為、作成していない。

委託先一覧表を作成し介護情報システムに記録をしている。

外部研修等において事例検討を行った。



令和7年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 初倉

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。 ○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。 ○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。 ○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

　■業務チェックシートへの入力方法■

○入力する箇所は「青色」の網掛けのあるセルとなります。
 下記の各設問について、該当するものに○,△,×のいずれかを選択してください（プルダウン方式）。
※　該当するものに○,△,×を選択した際の、判断に至った現状と、今後の方向性について「現状と今後の方向性」について記載。

センター指標 現状と今後の方向性

前年度末に示された運営方針に沿った内容を盛り込み事業計画を
策定している。

事業計画提出後、市と協議しながら指摘された事項を再検討し計画
に反映させている。

支援・指導された際に適宜、改善・報告を行っている。

出席している。

①65歳以上の高齢者人口②要支援・要介護認定者数やサービス利
用状況等の介護保険に係る情報③民生委員や地域サロン運営者な
どの地域の関係団体情報④社会資源に関する情報⑤その他ニーズ
把握にとって必要な情報



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。

○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ×

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。
○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。 ○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。
○

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ
ているか。 ○

協議している。毎年12月に災害時支援者台帳を更新している。

整備している。

管理者

個人ファイル持ち出し簿を作成し管理している。

地域の活動等へ参加しチラシを配布し周知している。

土日祝日については来所による相談受付は行っていない。

実施している。

地域の活動(ふれあい・いばしょ)や民生委員からの依頼、情報を反
映させた重点目標を設定している。

保健師の配置はされていない。

留意し行っている。

個人保護マニュアルを回覧し周知している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

(3)　利用者満足の向上
17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ

いて記録しているか。 ○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。
○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。
○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。 ○

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。 ○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務
26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町

村から共有されているか。 ○

PCソフトを使用し共有している

PCソフトを使用し共有している

PCソフトを使用し共有している

事例内容を共有し連携し解決している。

PCで記録、管理している。

事例内容を共有し連携している。

PCで記録、管理している。

苦情受付簿で記録を保管している。

設けられている。

公民館内の部屋を適宜使用している。

リストで管理している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。 ○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。 ○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。 ○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。

○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。

○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

○

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。

○

コア会議で共有している。

圏域内であった事例を市の担当課へ書面で連絡し、情報を共有して
いる。又、担当課からの情報提供もある。

民協や地域の活動内、関係機関に紹介し注意喚起を行っている。

把握している。

年度当初に研修計画を示し、計画に沿って実施している。

介護支援専門員からの相談内容、アンケート結果に合わせ、関係機
関や民生委員・町内会長・組長・地域団体の責任者等に働きかけ会
議や連絡会へ参加して頂いている。

圏内のインフォーマルサービス活動内容等を周知するために体験会
を実施した。

共有している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。

○

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。 ○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。 △

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

×

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

○

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。 ○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。 ○

個別ケースの課題について精査しているが、地域課題に発展する内
容ではない。

開催していない。

講話の中で介護保険・介護支援専門員や包括支援センターの役割
や在宅サービスの利用の状況について話をしている。

⑤-1・⑤-2にて記載やデータの分析を行っている。

年度当初にセンター職員や地域の関係者(民生委員・初倉地区町内
会)には書面で通知したが、会議参加者については都度異なる為、会
議開始前に書面で通知した。

個別地域ケア会議を２回実施。

課題を明確化し、多職種が協働して問題解決に向け取り組んでお
り、進捗状況を共有している。

会議開催前に個人情報の取り扱いについて説明し署名を頂いている。

会議録を配布している。

担当ケアマネ・民生委員からの情報提供を得たり、訪問を行い状況
を確認記録している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。 ○

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。 ×

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援
46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、

市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。 ○

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。 ×

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。 ○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。

○

52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。 ○

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相
談を行っているか。 ×

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

参加している。

行っていない。

社協のコーディネーターと共に地域のニーズを把握し生活支援に繋
ぐ会に参加し関係者で協議を行っている。

市内で行われている介護予防事業についてもケアマネ連絡会などを
通じて情報提供をし、該当者や問い合わせがあればその都度情報
提供をしている。

介護保険サービスを利用していても、居場所、ふれあいやしまトレへ
の参加をしている方も多く、ケアマネジャーもケアプランの中にそのこ
とについて入れることができている。

実施していない。又、手法の活用も行っていない。

PC及び書面で管理している。

ケアマネ連絡会で事例検討を行った。

提言までには至っていない。

会議終了後、記録を提出している。



令和７年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 金谷

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。 ○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。 ○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。 ○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

　■業務チェックシートへの入力方法■

○入力する箇所は「青色」の網掛けのあるセルとなります。
 下記の各設問について、該当するものに○,△,×のいずれかを選択してください（プルダウン方式）。
※　該当するものに○,△,×を選択した際の、判断に至った現状と、今後の方向性について「現状と今後の方向性」について記載。

センター指標 現状と今後の方向性

事業所計画を策定し半年後（10月）に見直し目標達成に向けて職員
全員で話し合いをしている。役割分担している

指摘があった場合はその都度、修正、改善をしている

市から指導があった場合は、指導仰ぎながら業務改善ができるよう
にしている

担当を決めて出席している。

高齢化率、介護認定分析資料、年金課から特定検診結果の地区ご
とのデータ等、提供を受けている。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。 ○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ○

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。

○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。 ○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。
○

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ
ているか。 ○

平日、所内には必ず職員が一人残り対応している。時間外について
は順番で携帯を持ち対応している。電話は転送になっている。

受託法人　島田市社会福祉協議会で企画している研修に全員参加
している。（パワハラ・カスターマーハラスメント研修、交通安全研修）

地域の状態を把握できるように、市社協SC、地区社協などの地域団
体、自治会と情報共有、地域課題について話し合う機会を作り地域
の現状に努め重点目標を設定している。
三職種設置している

公正、中立に留意し業務に取り組んでいる。

周知している。

管理者を責任者としている。

持ち出し、開示時には、職員間で確認し合い個人情報の持ち出し管
理簿に記入し、キャビネットに保管している。

毎月、あんしんセンターのチラシを地域団体、関係機関、金谷見守り
事業所に配布。脳トレや消費者被害情報等を掲載し内容の工夫もし
ている。法人のSNSからも毎月情報発信し若い世代にも包括のこと
や役割が周知できるようにしている。

１年に１回台帳の見直しをしている。台帳をもとに台風、大雨などが
あった時には安否確認をしている。

法人として整備している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

(3)　利用者満足の向上
17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ

いて記録しているか。 ○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。
○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。
○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。 ○

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。 ○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務
26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町

村から共有されているか。 ○

相談室があるため必要時、相談室を使っている。

パソコン内の共有データで管理している。

法人の苦情解決実施要領と苦情受付報告書をキャビネットに保管。
職員間で対応策について検討し法人にも報告。

各職種の連絡会、代表者会議にて相談報告している。

年間の集計も報告している。

必要時、相談し一緒に対応、支援してもらっている。

必要時対応し、関係機関につなげたり、一緒に対応方法の検討をし
ている。

市から示されて共有している。

利用者様の支援経過に記録。相談表にも内容を記録し毎月、集計し
報告している。

共有している。

月末に集計し報告している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。 ○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。 ○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。 ○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。

○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。

○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

△

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。 ○

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。 ○

共有し、相談、助言をもらっている。また、必要時、同行訪問しても
らっている。

民生委員の定例会に介護支援専門員と同行し意見交換の場を設け
たり、研修で関係機関とも意見交換できるようにしている。

地域の現場には今年は介護支援専門員と同行していないが、地域
現場に包括職員が出向いた際に介護支援専門員を含め介護保険、
認知症予防等の講話を実施し介護予防、自立支援に関する意識の
共有を図っている。

個別地域ケア会議等には介護支援専門員に参加してもらっていな
い。

高齢者、障害防止及び障害者差別解消ネットワーク会議に参加し、
対応策を検討している。法人でも虐待対策委員会を設け話し合う場
をつくっつている。

地域住民から、情報が入った時には、消費者センターに報告、相談し
対応の協力を求めている。また、地域住民にも、あんしんセンターだ
よりに記載したり訪問時や地域団体に出向いたときに注意喚起して
いる。

毎月、あんしんセンターのチラシの裏面に消費者被害に関する情報
を掲載し配布している。

把握している。

年度始めに、年間の開催案内文を居宅介護支援事業所に配布して
いる。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。 ○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。

○

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

○

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

△

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。 ○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。 ○

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。 ○

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。 ○

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

災害の迅速対応と補助制度について提言した。

相談一覧表を作成し介護支援専門員から相談を受けた職員が記
録、支援経過にも記録。毎月、内容、件数を集計し年間の集計もして
いる。

会議開催前に方針を説明。年度始めにあんしんセンターチラシに運
営方針を記載し配布している。また、民生委員、児童委員連絡会でも
説明している

必要時検討している。複合的なケースが増え、今年度は1ケースで数
回ずつ開催する事例もある。

個別事例から地域ケア会議は開催しているが、多職種の参加ができ
ていない。

会議前に同意書に署名をしてもらっている。

情報共有している。

見守り訪問をしながらモニタリングしている

計画書・報告書を提出している

相談事例や地域課題から地域ケア会議を開催している。今年は３回
開催

相談事例や地域資源開発について、関係機関や地域団体と検討し
地域ケア会議を開催している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、
市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。 ○

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。 ×

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。 ○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。

○

52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。
○

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相
談を行っているか。 ○

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

地域ケア会議に参加してもらったり、地域活動に同行してもらってい
る。情報共有は、頻回に行っている

居宅介護支援事業所連絡会などで周知している。

介護支援専門員にも金谷地区の地域資源について情報提供しケア
プランに位置づけるように伝えている。居宅介護支援事業所連絡の
時に地域資源の資料を配布しし地域資源に対しての意識を高めるよ
うにしている

セルフマネジメントはしているがプランは作成していない。

利用者台帳で管理。個別フォルダーでキャビネットに管理している

おかにしクリニックの在宅セミナー、県の高次脳機能障害支援研修、
金谷地区ケアカフェで事例検討をした。

おかにしクリニックの在宅セミナー、県の高次脳機能障害支援研修
に参加

必要時、相談している。



令和7年度【地域包括支援センター用】.業務チェックシート 川根

青色のセルについて、該当するものに○,△,×を選択　　↓　

○,△,×
該当するも
のを選択

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q11 市が定める運営方針の内容に沿って、センターの事業計画
を策定しているか。

○

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市と協議し、市から受けた指
摘がある場合、これを反映しているか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄で、Q11で「×」の場合
は、「×」を選択する。）

○

3 Q12 市の支援・指導の内容により、逐次、センターの業務改善が
図られているか。

○

4 Q13 市が設置する定期的な連絡会合に、毎回、出席している
か。

○

5 Q14 市から、担当圏域の現状やニーズの把握に必要な情報に
ついて以下のうち、3つ以上提供を受けているか。
（65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調査
等の住民対象アンケート結果、要支援・要介護認定者数や
サービス利用状況等の介護保険に係る情報、民生委員や
地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源
に関する情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報）

○

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、センターの取
り組みにおける重点項目を設定していますか。 ○

7 Q16 市から配置を義務付けられている3職種（それぞれの職種
の準ずる者は含まない）を配置しているか。 ○

8 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受
託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施し
ているか。

○

9 - 日中の電話・来所による相談に対応できる体制を確保して
いるか。 ○

事業所の代表電話、各担当が携帯電話を所持。なるべくセンターに1
名が残れるよう、連携して業務調整を行っている。また、不在時は告
知掲示板を出すと共に、連絡先をしるし、転送電話による対応を行っ
ている。

専門分野に関わる技能、実践力向上を図るべく、夫々が職場を離れ
て外部研修に参加している。

　■業務チェックシートへの入力方法■

センター指標 現状と今後の方向性

市が定める運営方針の内容に沿って年度当初に事業計画を策定し
ている。
策定した計画に対し、市からの指摘は特に受けていないため、包括
原案を確定版とし、取り組み実施している。

現時点で特別な支援・指導は受けていない。

職種、業務優先順位を考慮して可能な限り参加している。

65歳以上の高齢者人口、65歳以上の高齢者のみ世帯数、民生委員
や地域サロン運営者などの地域の関係団体情報、社会資源に関す
る情報等の情報提供を受け、活用している。

商店や移動販売との連携　/　しまトレ継続支援と合わせた健康管理
への注力　/　介護支援専門員との連携体制、実践力強化

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員　各職種1名を配置して
いる。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

10 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行っているか。
○

11 - 職員一人ひとりが公益的な機関としての認識を持ち、公正・
中立性に留意しているか。 ○

12 - 市の災害対応マニュアルに沿い、災害時支援者台帳を整備
する等、職員間で災害時の対応について協議しているか。 ○

(2)　個人情報の保護
13 Q22 個人情報保護に関する市の取扱方針に従って、センターが

個人情報保護マニュアル（個人情報保護方針）を整備して
いるか。

○

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、個人情報保護のた
めの対応を、各職員へ周知しているか。

○

15 Q24 個人情報の保護に関する責任者（常勤）を配置しているか。 ○
16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確認を行っ

ているか。
○

(3)　利用者満足の向上
17 Q26 苦情対応体制を整備し、苦情内容や苦情への対応策につ

いて記録しているか。
○

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談について、市
に対して報告や協議を行う仕組が設けられているか。 ○

19 Q28 相談者のプライバシーが確保される環境を整備している
か。 ○

２　個別業務
(1)　総合相談支援業務
20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構

成員・連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで
管理しているか。

○

21 Q30 相談事例の終結条件を、市と共有しているか。
○

22 Q31 相談事例の分類方法を、市と共有しているか。 ○

23 Q32 １年間の相談事例の件数を市に報告しているか。 ○

24 Q33 相談事例解決のために、市への支援を要請し、その要請に
対し市からの支援があったか。

○

相談事例については、介入経過を随時市と共有し、適時相談、助言
を受けつつ対応。終結条件についても相談の上、共有している。

マニュアルを確認。災害時支援車台帳を整備。
職員間で災害時対応について定期的に議論している。

法人内の業務マニュアルにて整備している。

毎月報告し、共有している。

毎月累計を報告。年間報告の集計は期末に報告を予定。

小地域ケア会議への参加、市への提言への対応等支援を受けてい
る。

法人代表を責任者として配置している。

書式作成し運用開始している。

法人内業務マニュアルにて整備。

毎月の定例報告書にて実施。
必要時は個別に随時相談行っている。

町内の医院2ヶ所、歯科医院2ヶ所、調剤薬局3か所内にパンフレット
掲示を行っている。

相談コーナーを3か所用意し、パーテーションで仕切る等、個別に相
談に応じる事ができるよう配慮し整備している。

市内の社会資源については介護保険説明リーフレットを活用。活用
頻度の高い町内のサービスについては、新たに別途各事業所の特
徴を記載したリーフレットで管理。民生委員の連絡先をリストにて管
理している。

株式会社母体となるが、法人内に近隣エリアでの他のサービス展開
等のない独立型の地域包括支援センターの特性を活かし、常に公
正・中立性を意識し、実務に当たっている。

法人内の業務マニュアルを通じ、各員へ周知している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相談内容を
記録等に残して取りまとめているか。

○

25 Q35 介護、子育て、障がい等、複合的な課題を持つ世帯への相
談対応を行っていますか。 ○

(2)　権利擁護業務
26 Q36 成年後見制度の市長申し立てに関する判断基準が、市町

村から共有されているか。
○

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例への対応
の流れについて、市と共有しているか。

○

28 Q39 センターまたは市が開催する高齢者虐待防止に関する情報
共有、議論及び報告等を行う会議において、高齢者虐待事
例への対応策を検討しているか。

○

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、
消費生活に関する相談窓口または警察等と連携の上、対
応しているか。

○

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専門員・
ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っているか。 ○

(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ご

との主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把
握しているか。 ○

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等の開
催計画を策定し、年度当初に、指定居宅介護支援事業所に
示しているか。

○

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等について
の市からの情報提供や、市による研修会の内容等を踏ま
え、地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づく事例検
討会や、個別事例を検討する地域ケア会議等を開催してい
るか。

○

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けているか。

○

研修や会議等への参加、センター内での3職種の異なる視点から
ケース検討を行い対策検討を行っている。
虐待関連事例はコア会議開催。

内容に応じて、消費生活支援センター、警察、支所、関連する地域の
福祉事業所と連携、情報共有を行う体制がある。

民協でのセンターからの注意喚起の情報発信を実施。また、関連情
報を得た際には内容を精査し、圏域内介護保険事業所、ワークセン
ターふれあい、支所、民生委員とも情報共有を行う対応を実施してい
る。

把握している。　圏域内4事業所　8名在籍。
とこは　介護支援専門員　1　はばたき　介護支援専門員　2
社協かわね事業所　主任介護支援専門員　3
ケアプランさくら　介護支援専門員　2

計画を作成し、年3回の開催を予定。計画に従い2回は実施済み。
金谷圏域と合同で1回開催している。

介護支援専門員と地域民生委員との連携のための仕組みづくりを実
施。その他、個別ケースでの障害、高齢、権利擁護関係者等と協議、
意見交換の機会を実施。

市からの情報提供の共有は随時実施。センターからの発信も随時
行っている。ケアマネジャーの実践力強化を目的とし、事例検討より
も小地域個別ケア会議にて個別事例に対する検討に注力して対応し
ている。

介護、障がいの複合課題を有する家族事例に対し、障害部門、高齢
部門を繋ぎ、課題解決へ向けた協議を主催、あるいは参加し、積極
的な協働を行っている。

市のマニュアルにて共有されている。

市のマニュアルにて共有されている。

記録し、月次とりまとめを行い、市へ報告している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域
住民に対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図
るための出前講座等を開催しているか。

○

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類し
た上で、経年的に件数を把握しているか。 ○

(4)　地域ケア会議
38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、センター職員・

会議参加者・地域の関係機関に対して周知しているか。 ○

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例について
検討しているか。

○

Q51 センター主催の地域ケア会議において、個別ケースの課題
分析等を積み重ねることにより、地域課題に関して検討して
いるか。

○

Q52 センターの主催により、地域づくり・資源開発もしくは政策の
形成の機能を持つ、地域課題を検討する地域ケア会議を開
催しているか。

×

41 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

○

42 Q54 市から示された地域ケア会議における個人情報の取扱方
針に基づき、センターが主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○

43 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項
をまとめ、参加者間で共有しているか。

○

44 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化
等をモニタリングしているか。

○

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項をまとめた
ものを、市町村に報告しているか。

○

45 - 個別事例から地域課題を明らかにして政策を市に提言して
いるか。

×

(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援
46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、

市から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居
宅介護支援事業所に周知しているか。

○

個別ケア会議として開催し、報告時の振り返りにて毎回振り返り検討
を実施。類似ケース等の検討をセンター内で合わせて協議している。

センター主催ではないが川根地区公共交通協議会へコアメンバーと
して参加し政策実現に向けて積極的に意見・提言を行っている。

毎月のケアプラン点検後の包括ケア推進課からの通知を圏域内全
居宅へ配布し、市の方針に沿ったケアマネジメントの視点周知を図っ
ている。

今年度の事例での提言はなし。

保健師が中心となり、講座を開催している。若い年齢の方が介護予
防教室の参加へ結びついている。

月次で集計し、整理・分類行っている。
月次とは別に年次集計も合わせて実施し把握している。

会議の冒頭で読み上げ、参加者へ周知している。

個別ケア会議として開催し、検討行っている。

開催し、個別事例検討を多角的な視点で実施し、自立支援、重度化
防止に資する観点から検討を行い、日々の実践に結び付けている。

対応している。

計画書、議事録、報告書を参加者と共有している。

電話、訪問、関係機関へ聞き取り等でモニタリングを行っている。

参加者同様、市へも提出行い、報告している。



○,△,×
該当するも
のを選択

センター指標 現状と今後の方向性

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにお
いて、保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の
多様な地域の社会資源（インフォーマルサービス）を位置づ
けたことがあるか。

○

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市から示され
た支援の手法（わたしのプラン）を活用しているか。

×

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託した場合
は、台帳への記録及び進行管理を行っているか。

○

３　事業間連携（社会保障充実分事業）
51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。 ○
52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加しているか。 ○
53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相

談を行っているか。
○

54 Q66 生活支援コーディネーター・協議体と地域における高齢者
のニーズや社会資源について協議をしているか。 ○

12/5　連携型認知症後援会へ参加。
必要時に随時相談を行っている。
→包括ケア推進課へ相談
島田市社会福祉協議会かわね事業所の高橋さんと共に笹間地区へ
の介護予防サービス創設、移動支援に関しても協力し合い話し合い
を進めている。

センターの作成するプランにて積極的に位置づけを実施。圏域内居
宅介護支援事業所に対し、センターが保有する社会資源情報、資料
を提供すると共に、各介護支援専門員が有する情報をセンターへの
情報連携を依頼。また、プランチェック時に計画への位置づけへ向け
た提案を行っている。
今年度該当者なし。今後も確認し、必要な方へ活用していく。

センターで作成した帳票にて台帳管理を行い、提出書類依頼書を新
規、更新時に各担当へ配布し、進行管理を行っている。

市の主催する検討会や事例を用いたBCP研修会に参加している。


